


沸き立つ世界の教育市場と
日本企業の海外展開
今や世界の教育市場は成長を続けており、2011年には世界全体で約４兆ドルと自動車産業
を上回る規模となっている。新たなテクノロジーとの結び付きも相まって、教育産業の海外展開
が盛んに行われ始めている。日本では、文部科学省主導のもと、2016年より「EDU-Portニッ
ポン」という日本型教育の海外展開を後押しするプロジェクトが発足。日本と世界の教育市場
の現状と、教育産業における新たな動きについて見ていく。
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海外需要の高まりを受け、日本の教育関連企業は世界へと進出している。一方で、海外企業も教育市場の拡大を

見込んで、積極的に海外展開を行っている。特にシンガポールは、英語・中国語の２言語を併用するなど、国の特性

を生かした事業を展開している。

上表のデータは、各国の教育市場の概況をまとめたものだ。教育市場増加率を見

ると、世界全体で47.7%と増加傾向にある。国別に見ると、新興国では中国が１

位で195.2%、続いてイランが157.4%、フィリピンが112.6%である。そのほかの

新興国も教育市場は軒並み大幅に増加していることが見受けられる。

Ed-Techとは、「Education（教育）」と「Technology（科学技術）」を掛け合わせた造語で、2000年代中頃の米

国が発祥とされている。Ed-Techの市場規模は拡大傾向にあり、2020年には世界では約2倍、日本でも約1.5倍

の市場拡大が見込まれる。EDU-Portのプロジェクトの中には、テクノロジーを活用した事例も見受けられる。今後

も、こうした教育とテクノロジーの融合の事例は増えていきそうだ。
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世界：教育市場総額3兆8,750億ドル/教育市場増加率47.7%
【世界と新興国の教育市場の概況（2011年度）】

【日本の教育産業の海外展開事例】

【諸外国の教育産業の海外展開事例】

【Ed-Techの世界での市場規模】 【EDU-Port × テクノロジーの事例】

教育市場総額（市場ベース、左目盛り単位10億ドル）

教育市場増加率（2000年比、右目盛り％）

（株）公文教育研究会

（株）ベネッセコーポレーション

（株）学研ホールディングス

（株）アーテック

学習塾「公文式教室」を50の国と地域へ展開   

中国、台湾で幼児向けの通信教育講座「こどもちゃれんじ」を展開   

アジアを中心に学習塾「学研教室」や教育出版事業を展開   

幼児向け知育玩具を60カ国以上で販売   

企業名

アメリカ

シンガポール

韓国

算数学習塾「マスナジウム」を香港、マレーシア、オマーン、アラブ首長国連邦、ベトナムで展開  

傘下の出版社が教科書を45カ国に輸出  

算数・英語学習塾「エノピ」を19カ国で展開  

マスナジウム

フレイザー・アンド・ニーブ

アイレベルラーニング

企業名 事　例

2,000億円

5兆円

10兆円

5兆1,924億円

1,640億円
2,403億円

11兆2,512億円

1.5倍

2015 2020

2倍

世界 日本

新たに開校する高等専門学校の
学生を対象として、日本型の宇宙
教育を提供。システムエンジニアリ
ングの実務教育により、高等専門
学校において技術者・現場監督を
育成する。

千葉工業大学 日本教育工学会

モンゴル カンボジア

2016年度 2017年度

対象国

代表機関

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
名

概
　
要

日本の教育資源であるデジタル英
語教材を活用し小学校英語の指
導法研修を実施。都市に比べ大
変遅れている農村部の小学校英
語をサポート。

モンゴルにおける日本型宇宙教育
とIoT / ICT 技術の海外展開・運
用人材育成、高専教育連携。

カンボジア教員研修センターと日
本をつなぐ、日本開発デジタル教
材を活用した小学校英語研修と
遠隔サポート。 

事　例



取らぬ狸の皮算用

　ドナルド・トランプ米大統領と
金正恩朝鮮労働党委員長との歴史
的な首脳会談が去る６月12日、
シンガポールで開催された。
　最大の焦点は北朝鮮の核廃絶で
ある。日本にとっても北朝鮮の核
廃絶は最大の外交目標であるが、
同時に国民の安全に関わる拉致問
題が解決されない限り、北朝鮮と
の国交正常化はあり得ない。従っ
て、二つの難問を抱えた日朝関係
の国交正常化は長い道のりを覚悟
しなければならないだろう。
　ところが、韓国では日朝関係が
改善されれば、日本から巨額の戦
後賠償が北朝鮮に支払われるとい
う、“取らぬ狸の皮算用”のよう
な計算が独り歩きしているようで
ある。その背景には、米国が北朝
鮮の核廃絶と引きかえに、多額の
経済援助を約束し、その負担を日
本と韓国に押しつけてくるという
憶測が流れているからであろう。
　ところが、韓国側では自国への
資金分担を軽減させるためにも、

日本の負担を多額の“戦後賠償”
という形で増大させたい意向が働
いていると見られている。
　韓国のサムスン証券リサーチセ
ンターの北朝鮮投資戦略チームは、
その報告書（韓国中央日報電子版
を産経新聞が６月18日付で報
道）で、北朝鮮が請求権（日本統
治時代）を行使すれば200億ドル
（約２兆2,130億円）にもなると、
勝手にそろばんをはじいている。
こうした計算には、言うまでもな
く北朝鮮から韓国経済界への経済
効果も含まれているに違いない。
　続いて、韓国側は日韓の間では
1965年の協定で日本の朝鮮半島
統治に伴う請求権を互いに放棄し
て、日本が総計５憶ドルの経済支
援を行うことを取り決めたと報道
している。ここでは、この情報を
もう少しフォローしてみたい。
　筆者は2014年12月に国際問題
研究所の機関誌の巻頭エッセイで
「外交の手段としてのODAの役
割」と題して「国交正常化への潤
滑油としてのODAの役割」を採
り上げて、韓国と中国のケースを

紹介した。

中国に傾斜する北朝鮮

　1965年に日本と韓国との間で、
日韓基本条約「財産及び請求権に
関する問題の解決並びに経済協力
に関する大韓民国との間の協定」
が結ばれる。経済協力としては無
償資金協力３億ドル、有償資金協
力（円借款）２億ドル相当額を
10年間にわたって供与すること
が決められた。円借款のドル表示
は珍しいケースであるが、それは
円に対するリスクヘッジではない
かと言われている。
　借款第１号は1996年からの鉄
道設備改良事業（ちなみに、1980
年からの中国への経済協力第１号
は北京―秦皇島間の鉄道近代化で
あった）。次の第２号は1975年
の浦項製鉄所建設。これで韓国の
工業化への足掛りができあがった。
　援助の対象は道路、鉄道、通信、
電力、鉄鋼など産業インフラのみ
ならず、医療、教育、上下水道な
ど社会インフラにも及んでいる。
こうした傾向は中国との国交正常

化に伴う経済協力でも同じで、鉄
道、道路、港湾など運輸部門が援
助全体の40％ほどを占めていた。
　韓国も中国も同じパターンであ
ることから、もし北朝鮮への経済
復興支援が始まると仮定したら、
韓国や中国と同じように大規模な
インフラ整備から始まるものと考
えられる。
　ちなみに、日本の対中経済協力
は1979～2007年までの円借款協
力累計で約３兆3,597億円、無償
資金協力1,446億円で、実施は
2008年の北京オリンピックまで
続いた。
　次いで、これもまったくの仮定
の話であるが、北朝鮮への日本の
経済復興援助が開始された場合、
北朝鮮がどちらのケース、つまり
日本の対韓援助方式か、それとも
対中援助方式を選ぶとしたら、北
朝鮮は間違いなく対中援助方式を
選ぶものと推測される。
　その最大の理由は、過去の中朝
関係の歴史から学べるように、北
朝鮮は現在でも中国の後ろ楯を求
めざるを得ない立場にあるからだ。
しかも統治体制も同じく一党独裁
である。
　北朝鮮は地理的な観点からも、
中国吉林省の東部と接し、そこは
中国で最大の少数民族である朝鮮
族の拠点（延辺朝鮮族自治州）で
もある。民族的な同一性からも中
国と北朝鮮との結びつきは濃い。
　金正恩委員長は、おそらく中国
式の経済協力を日本に求め、国家
開発は中国と同じように政経分離
型で、経済開発は資本主義的手法
を取り入れ、輸出マーケットも中

国市場を当てにするような、中国
依存体制を強める可能性も考えら
れる。
　ところが、最近ではベトナムの
一党支配体制下での著しい経済発
展にも着目しているという。一方
では独裁的指導者リー・クアン・
ユーの建国したシンガポールの独
創的な経済発展にも注目している
という。
　シンガポールのNPO「朝鮮エ
クスチェンジ」は、北朝鮮のピョ
ンヤンで10年間、都市計画、特
別経済区のつくり方、不動産業な
どでの官民パートナーシップを講
義して、大きな反響を得ていると
言われる。これも政治は一党独裁
で、経済は資本主義という中国方
式に傾斜している一つの証左では
ないかという指摘もある。

環日本海経済圏構想の夢

　このように、北朝鮮は一党独裁
体制のままで、中国、ベトナム、
さらにはシンガポールまで視野に
入れて、今のドン底の経済をどう
立て直すのか、しかも核廃絶を取
り引きの材料にしながら、経済を
立て直すことができるのか極めて
タイトロープ的な駆け引きを始め
ているように見える。
　最近では、トランプ米大統領も
現在の北朝鮮体制の崩壊には言及
せず、とにかく核廃絶を実行に移
しさえすれば、大きな外交成果に
なるというスタンスに立っている
ので、北朝鮮の経済発展と安定へ
の経済援助の道はかなり開かれて
いると見られている。
　日本では1980年代後半から日

本海沿岸の地方自治体や経済団体、
大学などを中心に、地域経済発展
の構想が語られたことがあった。
そこでは、北朝鮮のロシア沿海州
との国境での「豆満江地域開発計
画」という構想とともに、中国東
北地方、ロシア極東地域を包含す
る「環日本海経済圏構想」が盛り
上がった。
　もし、北朝鮮の核廃絶で経済発
展が進展し、朝鮮半島に平和ゾー
ンが形成されれば、日本海に平和
が訪れるという夢が現実するかも
しれない。
　その意味でも北朝鮮のチェンジ
は広域的な平和と発展へのビッ
グ・チャンスであるとも言える。
それはまた22世紀の世界への貴
重な贈物となろう。
　もし、日本がこうした時代への
平和の橋渡しができれば、老成国
家・日本の新しい生き方になるか
もしれない。
　北朝鮮問題は、日本の将来を占
う一つの重要な試金石であると言
えないことはない。
　そのためにも、日本にとって最
後の難問とも言える拉致問題をど
う解決していくのか。これは国際
政治というより、基本的には日本
固有の政治・外交問題であるだけ
に、日本の政治・外交の手腕が問
われることになる。
 その意味でも韓国が先走りした
北朝鮮への日本の「戦後賠償」問
題は朝鮮半島の平和の解決への突
破口になる可能性もあり得る。日
本は再び古くして新しい戦後賠償
援助問題に直面する日が来るかも
しれない。
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北朝鮮への戦後賠償問題
韓国側の目ざとい試算



今なぜ「教育輸出」!?～EDU-Portニッポンの狙いとは

ODAとも連携を

―政府開発援助（ODA）との連携
の可能性はありますか。
鈴木：EDU-Portの対象は、ODA
などを通じてある程度経済発展を
促進してきた開発途上国や新興国
のうち、自らの資金で自国の教育
水準を一段階引き上げたいと考え
ている国々だ。つまり、ハードの
インフラ整備や資金調達は自分た
ちで行い、教育方法や教員養成と
いったソフトの部分に日本が支援
に入るという、「パートナーシッ
プ型」の協力を求めている。この
形であれば、ODAのように日本
の資金だけでなく、相手のリソー
スも活用できるため、より高い効
果を期待できるだろう。
　ODAを通して培ってきた現地
での日本への信頼やネットワーク
は貴重な財産だ。EDU-Portのパ
イロット事業をJICAの予算につ
なげていくなど、それぞれの強み
を生かして連携の可能性を探って
いければと考えている。

が、離島や中山間地域も含め、あ
まねく日本全国に高水準の教育を
平等に展開できている。しかもコ
ストパフォーマンスが良いので、
新興国も導入しやすいだろう。
　
Export（輸出）ではなくPort（港）

―「インフラシステム輸出戦略」
では人材育成を含むソフトインフラ
が重点分野とされ、EDU-Portニッポ
ンはその一つかと思います。一方で、
「なんでもアリになっていないか」
と懸念する声があります。
鈴木：誤解されやすいが、そもそ
もEDU-Portは教育輸出ではなく、
海外展開事業だ。EDU-Portの
Portも、Exportではなく港の
Portを表している。海外との接点、
インターフェイスという意味だ。
　教育輸出は、オーストラリアや
英国などが積極的に行っているが、
大学やボーディングスクールが主
体となり、新興国を含めた海外の
富裕層を受け入れて外貨を得てい
る。採算性が重視されており、こ
れこそまさに教育輸出だ。
　他方、EDU-Portが目指すのは、
全体の底上げに強い日本の教育ノ
ウハウを必要とする国へ移転する
ことで、その国の初等・中等教育
全体のレベルアップへとつなげて
いくことである。
　だからこそ、パイロット事業を
選ぶ際には、採算性ではなく現地
の社会・経済的発展に寄与できる
人材育成策かどうか、事業終了後
も継続・拡大していけるか、など
を基準としている（パイロット事
業は17～21ページで紹介）。文

科省は、各国の在京大使館や教育
省といった現地関係機関との調整
支援をしたり、推薦レターを出し
たりと、これまでにない形で企業
や大学を支援している。文科省に
とっては革命的な変化だ。
日本の企業も、短期的な利益を追
求するより、中長期的な戦略とし
てその国の教育レベル向上への寄
与や自社ブランドの確立、教育市
場への参入を考えている。
　ただ、日本の教育が100点だと
主張するつもりはない。成功も失
敗も含め、日本の知見を共有する
中で、取り入れるべきものは取り
入れ、直すべきものは一緒に直し
ていければと思う。
　それに、日本は2020年に学習
指導要領を大幅に改定する予定だ。
EDU-Portニッポンを通して相手
国から学ぶことも多いだろう。例
えば、日本は学力が高いが、生徒
の学ぶ意欲はOECD諸国でも低
い。新興国との交流の中に学習意
欲を掻き立てるヒントを見つける
かもしれない。
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きっかけはＧ７教育大臣会合

―EDU-Portニッポンでは、関係省
庁や国際協力機構（JICA）と、大学
や企業などと官民協働プラットフォ
ームが形成され、多彩なパイロット
事業が進んでいます。これを立ち上
げた理由は何ですか。
鈴木：きっかけは、2016年のＧ７
伊勢志摩サミットに先立ち、岡山
県倉敷市で開かれたＧ７倉敷教育
大臣会合だ。Ｇ７の教育大臣会合
の開催は実に10年ぶりだった。
　その前年、フランスとベルギー
では国内で育った「ホームグロウ
ン」の若者によるテロが発生した。
自由と民主主義を掲げるフランス
の教育を受けてきた若者によるテ
ロは、フランス革命以降続いてき
た国民教育の欠陥を露呈し、フラ
ンス自身に衝撃を与えた。会合で
は今後の世界における教育や教育
政策の在り方が議論された。
　採択された倉敷宣言では、国境
を超えた人やモノの移動が当たり
前になった現代において、命の大
切さや基本的人権など、どの国に
も共通する価値観を学ぶ教育の必
要性が表明された。
　日本は長年、こうした共通価値
に基づいた教育に取り組んできた。

しかし、これまで教育政策は国内
政策に分類されてきた。文科省も
国内の教育改革に注力し、省内の
国際課が世界の教育課題について
考えていた。だが、倉敷での教育
大臣会合を受け、省全体でグロー
バルな問題意識を持って、他国と
協働しながら教育を変えていこう
という気運が高まった。この気運
を省内の文化として定着させるた
め、また、会合の遺産（レガシ
ー）として立ち上げたのが、
EDU-Portニッポンだ。

コストも割安な日本型

鈴木：近年、新興国を含む世界各
国から、日本の教育に対する関心
が高まっていることも、背景の一
つにある。
　経済協力開発機構（OECD）
では３年に１度、15歳の子ども
を対象に科学・数学・読解力の３
教科において学習到達度調査
（PISA）をしている。日本は
2012年と15年に３教科総合で
OECD加盟国中トップとなった。
それ以降、世界の教育政策関係者
は日本の初等・中等教育に強い関
心を示している。理系の高等教育
も日本は世界トップ水準だ。優秀
なものづくり人材を育成する高等

専門学校（高専）と合わせ、注目
度も高い。
　加えて、日本では初等～高等教
育におけるコストパフォーマンス
が高い。例えば、日本の大学の平
均授業料は国立で年間53万6,000
円、私立は平均87万7,000円。こ
れに対し、米国の大学は700万円
に上ることもある。これでは一部
の人しか高等教育を受けられない。
米国は、少数のエリートを育てる
教育には優れているが、教育格差
が大きい。これが社会格差を生む
要因になっており、米英的な「ア
ングロサクソン・モデル」の資本
主義の特徴ともなっている。
　日本で公共政策を学んでいる新
興国からの留学生たちは、こうし
たアングロサクソン・モデルを
「自国の発展モデルにはなりえな
い」と指摘している。なぜなら、
開発途上国や新興国の政府が求め
ているのは少数のエリート養成で
はなく、貧困層や中間層を含めた
社会全体の教育水準の底上げだか
らだ。
　日本の初等・中等教育は、より
多くの子どもたちの能力を伸ばす
ことを重要視している。全体的に
教育水準が高い。過度な形式的平
等主義に陥ったという反省はある

日本の教育産業が今、海外展開に動いている。牽引役となっているのは、2016年に始まった文
部科学省の「日本型教育の海外展開推進事業、EDU-Port（エデュポート）ニッポン」だ。官民協
働で進められているこの事業のねらいは何か。日本型教育とは何なのか。EDU-Portニッポン立
ち上げの仕掛け人である鈴木寛・文部科学大臣補佐官に聞いた。

相手国の初等・中等教育の底上げに協力
EDU-Portが目指す日本型教育の海外展開

1
9
6
4
年
生
ま
れ
。86
年
に
通
商
産
業
省
に
入
省
。慶
應
義
塾
大
学
助
教
授
を
経
て

2
0
0
1
年
、参
議
院
議
員
に
初
当
選
し
、そ
の
後
、文
部
科
学
副
大
臣
を
２
期
。14
年

２
月
、東
京
大
学
公
共
政
策
大
学
院
教
授
、慶
應
義
塾
大
学
教
授
に
同
時
就
任
。15
年

２
月
よ
り
文
部
科
学
大
臣
補
佐
官
を
務
め
る

文
部
科
学
大
臣
補
佐
官　

鈴
木
　寛
氏

総　論1


